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第１章 プロジェクト形成基礎調査の概要 

 
1.1 要請の背景・経緯  

 ウズベキスタンでは旧ソ連時代に整備された経済・社会インフラの老朽化が著しく、電力部

門については、①電力需要の伸び（年率10％）への対応、②非合理的な料金システムの改善に

よる配電部門の財務改善、③老朽化した既存配電施設の改修および近代化、という課題がある。
タシケント市の配電網は1966年の大地震による損傷後、72年にかけて整備されたものであり、

30 年以上経過した旧式設備が使用されているため近代的な給電システムに適合しにくい状況

にある。配電網について更新計画もなく、また予算措置も講じられておらず、配電網整備計画

の立案が急務となっており、こうした背景を踏まえてJICAに対し開発調査の要請があったもの
である。 

  

*国別事業実施計画における位置づけ： 
経営改善によるインフラ設備の効率的利用および維持・管理が重要という国別事業実施計画に
も合致している。また、電力分野に関しては、円借款による、タシケント火力発電所内にガス
複合火力発電設備（370ＭＷクラス）一基を建設予定であり、JICA で実施しているタシケント
火力発電所近代化事業詳細設計調査と本調査は相乗効果が見込まれる。 
 
 
1.2 調査の目的 

 本調査の目的は、電力需要予測に基づく既存配電施設のリハビリおよび更新計画の作成、新

料金システム等sustainable な経営・組織改善および維持管理計画の策定のためにタシケント

市の配電に係る現況調査、課題の抽出等を行い、現地関係機関と協議のうえ協力案件の形成を

行うことである。 
 
 
1.3 調査団員構成 
①団長／総括  鯉江 雅人・JICA鉱工業開発調査部資源開発調査課課長代理 
②技術協力行政  井澤 俊和・経済産業省通商政策局ロシア・NIS室係長 
③調査企画   小島 元 ・JICA鉱工業開発調査部資源開発調査課 
④送配電    奧野 裕彦・東北電力株式会社 
⑤経営改善   石黒 正康・株式会社野村総合研究所 
⑥通訳     高野 義治・日本国際協力センターロシア語通訳 
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1.4 調査日程（案） 
（官団員）*鯉江団長、小島団員：2003年 7月22日（火）? 8月1日（金） 
     *井澤団員：       2003年 7月22日（火）? 7月29日（火） 
（コンサルタント団員）    2003年 7月22日（火）? 8月6日（水） 
 
 月日 日程 宿泊 
1 7/22 火 13：30 成田発(OZ101)→17：30 インチョン発(OZ573)→

21：10タシケント着 
22：30 JICA事務所日程確認 

タシケント 

2 7/23 水 10:30JICA事務所打ち合わせ、日本センター所長表敬 
15:00ウズベクエネルゴ・タシケント市配電公社協議 

タシケント 

3 7/24 木 15:00ウズベクエネルゴ・タシケント市配電公社協議 
17:00対外経済関係庁表敬 

タシケント 

4 7/25 金 10:00団内打ち合わせ  
12:00大臣会議メンバー表敬 
15:00団内打ち合わせ  

タシケント 

5 7/26 土 10:00変電所、地区配電司令室調査 
13:00タシケント火力発電所調査 
協議議事録（M/M）案取りまとめ 

タシケント 

6 7/27 日 資料整理 タシケント 
7 7/28 月 15:00ウズベクエネルゴ・タシケント市配電公社協議 

(奥野団員) 
17:00アジア開発銀行(ADB)「中央アジア送電網近代化事
業」担当者との意見交換 
（井澤団員） 
21：40タシケント発(HY525)→ 

タシケント／機中 
 

8 7/29 火 →12：30伊丹空港発(JL112)→13：35羽田着 
16:00ウズベクエネルゴ・タシケント市配電公社協議 

タシケント 

9 7/30 水 18:00 ウズベクエネルゴ・タシケント市配電公社協議、
M/M署名（鯉江団長のみ） 
帰国報告書取りまとめ 

タシケント 

10 7/31 木 11:00JICA事務所報告 
12:00日本大使館報告 
午後コンサルタント団員継続調査 
（鯉江団長、小島団員）21：40タシケント発(HY527)→ 

機中／タシケント 

11 8/1 金 →9:10成田着 
終日コンサルタント団員継続調査 

タシケント 

12 8/2 土 終日コンサルタント団員継続調査 タシケント 
13 8/3 日 資料整理 タシケント 
14 8/4 月 終日コンサルタント団員継続調査 タシケント 
15 8/5 火 10:00コンサルタント団員日本大使館報告 

15:00 同 JICA事務所報告 
タシケント 

16 8/6 水 （ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ団員）8：25タシケント発(HY527)→ 
19：55成田着 

 

 
 
 



 

－3－ 

1.5 対処方針 
（１）要請内容、プロジェクト実施の必要性および実施可能性の確認 
 要請内容に基づきタシケント市の配電網につき情報収集を行い、本格調査プロジェクトに先
立ち以下の項目について検討し、本格調査の必要性および実施可能性を確認する。 
１）配電設備の問題点（設備老朽化の度合い、設備管理能力等） 
２）経営上の問題点（財務の健全性、料金体系の妥当性、検針／集金体制の妥当性等） 
３）電力整備計画の整合性の確認 
 
 上記確認後は、本格調査の内容として想定される以下の範囲／項目について説明を行い（別
添フロー図参照）、協議のうえ先方のニーズに合致するより現実性のある調査内容への絞り込み
を行う。 
 
（２）先方の開発調査実施にかかる意向について 
 
１）必要となる開発調査 
 現時点での要請では、タシケント市配電網の近代化という目標達成のためにM/P、F/S、基本
設計に係る開発調査が必要とされているが、先方のニーズに合った開発調査とすべく、調査結
果の使用用途等につき先方の意向を確認する。 
 
２）電力セクター協力に係る整合性の保持 
 2002年度より「タシケント火力発電所近代化事業詳細設計調査（JBICとの連携D/D）を実施
しており、また2020年までを目途とする「ウズベキスタン国全国電力開発基本計画調査」の要
請も別途なされているところ、既に前者とは送電網の系統解析に関して調査を行うこととなっ
ており、ウ国電力セクター協力に係る整合性の保持が求められる。本プロジェクト形成調査で
はこの点に関する先方の意向等を確認する。 
 
（３）カウンターパート機関 
 本プロジェクト形成調査では各関連機関の役割等について情報収集を行い、開発調査実施に
ついて、カウンターパート機関としての適性、受け入れ体制を確認する。 
 
１）ウズベキスタン電力公社（Uzbekenergo: ウズベクエネルゴ） 

 1991年のウズベキスタン独立以来、電力・電化省が同国の総発電設備容量の約97%に当たる

発電設備及び全ての送配電設備を一元的に管轄し、保有していたが、同省は、2001 年 2 月 22

日付大統領令により、ウズベキスタン電力公社（ウズベクエネルゴ）に改組された。電力・電

化省からウズベキスタン電力公社への改組は、発電事業における市場改善の強化、発電事業の

管理システム及び効率の改善、確固たる国家発電システムの確立、国民及び経済の電力需要へ

の対応等を目的とし、実施された。ウズベクエネルゴは、電力・電化省の組織、および保有し

ていた発電設備及び送配電設備をそのまま引継ぎ、ウズベキスタン国全域における電力事業を

管轄している。 
 
２）タシケント市配電公社（TashGorpes） 
 タシケント市全域の配電を担当している。同市の配電網は1966年の大地震後、66年から72
年にかけて整備されたものであり、老朽化が著しく抜本的な更新が必要となっている。 
 2001年 1月現在での施設状況は以下の通り。 
①10kV配電線  架空部分 23.3㎞、 地下埋設部分 3262.8㎞ 
② 6kV配電線  架空部分 113.4㎞、 地下埋設部分 1085.9㎞ 
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③0.4kV配電線 架空部分2448.2㎞、 地下埋設部分   2255.6㎞ 
④配電ポイント(6-10kW)  167カ所 
⑤配電需要       3925GWh 
⑥配電ロス       5.3％ 
⑦需要家        企業 1141社 
            一般 3万1201世帯 
 
（４）他の国際援助機関等の動向の把握 
 ADB が中央アジアの送電網近代化事業を実施しており、昨年末にタジキスタン、ウズベキス
タンに関してローン供与に関する理事会勧告を行っている。進行中のプロジェクトの状況につ
き情報を収集し、現状を把握する。 
 

（５）安全管理情報の収集 

 本件調査対象地域はウズベキスタン国の首都タシケント市であり、現時点で特筆すべき危険情

報は得られていない。しかしながら本格調査移行時には調査団の長期滞在が予想されることから、

現地日本大使館、JICA事務所、先方関連機関等に対し、連絡体制等の安全管理に関する情報につ

いて確認する。 
 
（６）開発調査実施可能時期の確認 
 現在協力を実施中のタシケント火力発電所近代化事業詳細設計調査との相乗効果を高める観
点および先方の受け入れキャパシティの観点から、開発調査が実施可能な時期について確認す
る。 
 
（７）開発調査の目的・内容・実施手法についての基本的合意 
 本格調査の必要性および実施可能性が確認された場合、先方との協議及び現地踏査を通して
本格調査における協力内容（調査範囲／調査項目、調査スケジュール等）の絞り込みを可能な
範囲で行い、その結果をM/Mにまとめることとする。 
 

（８）ウ国側のM/M署名者 

ウ国側のM/M署名者は、カウンターパートとなるウズベクエネルゴ電力公社およびタシケント 

市配電公社をサイナーとし、ウイットネスとして対外経済関係庁を予定している。 

 

1.6 要請内容 

 ウ国政府より日本国政府に対し、2002年 7月に出された本件に係る要請書は添付のとおりである。 
 































 

 

 

 

 

 

第２章 調査結果と協議概要 
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第２章 調査結果と協議概要 

 
2.1 協議の概要 
 
はじめに 
本プロジェクト形成基礎調査団はウズベキスタン側との協議を行い、協議議事録（M/M）の全
ての記載事項について基本合意した。鯉江団長が帰国する前日の7月30日にM/Mの署名交換を
予定していたところ、ウズベクエネルゴ側の署名者であるライーモフ副会長が、ブハラで起き
た送電線事故のため急遽現地に向かった。そのため、調査団は引き続き継続調査を行うコンサ
ルタント団員が滞在中に同副会長が署名を行うことを条件として、鯉江団長のみが署名した
M/Mをウズベクエネルゴに託すこととした。 
しかし、コンサルタント団員の帰国前に同副会長はタシケント市に戻らず、やむなく JICA
ウズベキスタン事務所に文書を預けて帰国することとなった。 
その後の事務所からの連絡によれば、8月12日にウズベキスタン側関係者の署名が了したと
のことである。 
 
（１）本格調査プロジェクト実施の必要性および実施の意義について 
 タシケント市の配電網につき、事前に配布した質問状に基づく情報収集および現地踏査によ
る調査の結果、老朽化した配電施設のリハビリ等の技術面については本格調査実施の必要性は
高いことが確認された。 
 しかし、経営・財務面についてはコンサルタント団員の継続調査により、後述する諸問題点
が明らかとなり、本格調査実施の意義について疑問を投げかける事実が判明した。また、協議
において先方の本格調査に対する強い期待は明らかとなったものの、協議議事録の署名に対す
る対応に現れているように、本件に対するオーナーシップの欠如が明らかとなる結果となった。 
 以上を総合的に勘案した結果、本調査団はタシケント市配電公社の経営に係る問題が改善を
みない限り、本調査プロジェクト実施の意義は少ないと結論せざるを得ない。 
  
１）配電設備の問題点（設備老朽化の度合い、設備管理能力等） 
 タシケント市の配電設備の特徴は、並行した2本の地下ケーブルが「はしご」のような回路
を形成し、スイッチ群により自由に二つケーブルを選べる構成となっていることである。この
冗長で自由度の高い回路構成が、６００ヶ所以上のケーブル故障を抱えた状態でも正常な供給
を可能としている理由である。しかし、現在正常なケーブルも使用年数から見て老朽化が著し
いことが予想され、大規模な取り替えが必要と思われる。 
 基本的な設備管理能力には問題はないと思われるが、設備状況をここまで悪化させた原因に
ついては、財政的問題以外にメンテナンスに係わる思想的な違いが存在することも考えられる。
とりわけF/S作成には協力が必要であることが確認できた。 
 
２）経営上の問題点（財務の健全性、料金体系の妥当性、検針／集金体制の妥当性等） 
 入手できた限りの資料および関係者へのヒアリングから明らかとなったのは、タシケント市
配電公社では国営企業、タシケント市等の大口需要家の電力料金の未払いが相当額に上り、そ
の収入欠損を補うために電気を卸しているウズベクエネルゴや納入業者に対する支払いを停止
するなど、収支状況を無視した経営、不健全な財務状況および企業統治の欠如など自立した経
営体とは見なしがたい経営実態である。また、電力事業の基本動作たる検針、集金もほとんど
なされておらず収入欠損に拍車をかけている状況である。こうした経営上の問題は、タシケン
ト市配電公社内だけに完結するものでなく、ウ国の経済社会全般に渡る構造的な問題の一端と
捉えるのが適当である。 
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（２）本格調査の内容 
*以下の記述については本格調査実施の採否について判断する権利は日本政府に留保されてい
ることを確認したうえで、本JICA調査団が主に技術的観点から本格調査の内容等についてウズ
ベキスタン側と協議した結果をまとめたものである。 
 
１）必要となる本格調査 
 協議の結果、本格調査において安定的・効率的な電力供給のためのタシケント市配電網の近
代化という目標達成のためにマスタープラン（M/P）を作成し、リハビリ実施の優先順位の高い
地域を絞込んだうえで、重要かつ緊急度の高い地域に関してフィージビリティスタディ（F/S）
を実施が必要であることを確認した。 
 
２）本格調査の目的、内容についての基本的合意 
 本格調査における協力内容（調査目的、内容、調査スケジュール案等）について協議を行い、
その結果を協議議事録（M/M）にまとめた。 
 協議においてウズベキスタン側は、当初料金表の改定等は政府の所掌範囲であるとの理由で
経営・財務に関する事項を盛り込むことに難色を示したが、当方より、市場経済においては自
立した経営体として定量的なデータに裏打ちされた事業運営が求められており、日本側は「教
師」役としてではなく、そのために協力したい旨説明し、先方の理解を得た。 
 M/Mにまとめた概要は以下のとおり。 
 
 （目的） 
 ①タシケント市配電公社（TashGorpes）が所有・運用する劣化した配電網のリハビリ 
 ②将来の需要の伸びに見合った配電網の拡張計画の作成 
 ③自立した経営体にふさわしい健全な財務的基盤の構築 
 ④適切な料金表に基づく持続可能な事業の確立 
 
 （暫定的な調査内容） 
 ①配電網の現況診断と必要とされるリハビリ作業の評価 
  ・リハビリ・更新の必要なラインおよび関連施設の特定 
  ・0.38－10kVラインの技術的配電損失の算出 
  ・現行の検針システムの問題点に係る分析と最適な機器に関する提案 
  ・現在の設備運用・保守に係る問題の分析 
  ・ラインおよび関連施設ならびに運用システムの更新を含むリハビリ方策の洗い出し 
  ・リハビリ計画の策定 
 ②将来の需要の伸びに見合った配電網の拡張計画の作成 
  ・電力需要見通しのレビュー 
  ・配電網拡張の長期計画の策定 
  ・適切な設備運用・保守計画の確立 
  ・ウズベクエネルゴによる将来的な電力供給に対応した問題に関する議論 
  ・冬季における電力消費ピーク緩和の省エネ対策に関する議論 
 ③配電網のリハビリ・拡張計画に要する投資計画（推計）の作成 
  ・投資計画（スケジュール） 
  ・資金計画 
 ④収支バランスの健全化保障と財務問題の解決策の策定 
  ・卸売・小売双方の適切な料金表の設定 
  ・非技術的な損失（盗電、料金未払い等）に対する対策 
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 ⑤緊急度の高い地区に絞り込んだ配電網リハビリのためのフィージビリティスタディ(F/S) 
  の実施 
  
３）本格調査のスケジュール案 
 本格調査の実施スケジュール案については、2003年 12月にScope of Work(S/W)を締結する
ための予備調査団を派遣し、S/W を締結した際はコンサルタント選定に 3 ヵ月を費やし、2004
年 6月から開始し、2005年 10月に終了する（全体期間16ヵ月）予定であることを説明し、理
解を得た。開始までの期間については、コンサルタント選定の競争および公平性を確保するた
めに必要な期間を見込んでいる旨説明し、理解を得た。 
 
（３）カウンターパート機関 
 本プロジェクト形成調査により、関連機関の沿革に関して以下の点が明らかとなった。 
 

• 2001年に旧電力省が改組され、政府持株会社ウズベクエネルゴとして株式会社化された。
その際、発電所、送電施設、配電施設についても、それぞれに独立した株式会社として
分割された。 

• ウズベクエネルゴは上記発電、送電、配電会社の持株会社であり、これら子会社の 51%
の株を所有し、子会社の設立に際して設備を現物出資する形で株式を取得している。 

• タシケント市配電公社は全国に 15 社ある配電会社の一つである。タシケント州には二
つの配電会社があり、タシケント市配電公社はタシケント市内を営業区域とする。もう
一社がタシケント市以外の残りの州内を営業区域としている。他のウズベクエネルゴの
子会社と同様、? タシケント市配電公社の株の51%はウズベクエネルゴが保有している。 

  
 したがって、開発調査の実施に当たっては、「親会社」のウズベクエネルゴとともにタシケン
ト市の配電事業の実施主体である「子会社」のタシケント市配電公社（TashGorpes）も併せて
カウンターパート機関とすることが適当であると判断される。 
 
（４）アジア開発銀行(ADB)「中央アジアの送電網近代化事業」 
 ADBで計画している上記事業のスキームと進捗状況を確認した。ポイントは以下のとおり。 
  
 ①本事業の目的は、中央アジア５カ国の電力取引を活性化させることにあり、本事業のスキ  
  ームである変電所のリハビリは条件整備の一環である。 
 ②スケジュールは３～６ヶ月遅れで、資材調達のためのコンサルタント契約も結ばれていな 
  い。遅れの原因は、2国間（ウズベキスタン、タジキスタン間）政府が合意に至らないた   
  めである。また、ウズベクエネルゴの所謂官僚体質に加え、組織改革も影響を与えている。 
 

（５）安全管理体制の構築 

 本件調査対象地域はウズベキスタン国の首都タシケント市であり、現時点で特筆すべき危

険情報は得られていない。しかし、本格調査実施の際には、調査団の長期滞在が予想される

ことから、日本大使館、JICA事務所、先方関連機関等に対し、情報提供等の安全管理に関す

る連絡体制の構築等についてあらためて協力を依頼する必要がある。 
 
（６）協議議事録（M/M） 
 M/M については添付した英文を正本とすることで合意したものの、ウ国関係機関の決裁のた
めの参考資料としてロシア語版作成に協力を求められたため、高野団員が翻訳を行った。 
 サイナーとして調査団、ウズベクエネルゴ、タシケント市配電公社の三者、ウィットネスと
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して対外経済関係庁の代表が署名することとした。 
 
 

2.2 団長所感 
 
（１）ウズベキスタン政府は、電力セクターにおいて、発電についてはＪＩＣＡ及びＪＢＩＣ
（タシケント火力）、並びにＥＢＲＤ等から、送電についてはＡＤＢ等からそれぞれ支援を受け
ているが、配電については未だドナーから支援を受けていない状況である。 
特に本案件で対象としている首都タシケント市は１９６０年代の地震の後整備した配電網を
そのまま使っている状況であり老朽化が目立っていることから、首都機能を維持していく上で
も配電網の近代化が望まれている。このようなことから本案件が重要であることが確認できた。 
 
（２）カウンターパートとの協議では、当方から事前に送付していた質問表への回答が相手側
の決裁手続きの非効率性から事前に用意されていなかったことや途中団長が体調を崩したこと
などから困難が伴ったが、各団員の協力により、本格調査が行われる場合の概要（Tentative 
Scope of the Study）などについてカウンターパートと基本合意した。しかし、諸般の事情に
より最終的に両者が署名したＭ／Ｍを持ち帰ることができず、JICAウズベキスタン事務所に託
すこととなった。 
なお、協議の際カウンターパートから本案件が採択された場合の早期着手（早期終了：カウ
ンターパートは早期に結論を入手したいと望んでいる）及び日本への研修員受け入れに対する
強い要望が表明されたため、Ｍ／Ｍにその旨を記載した。 
 
（３）本案件が採択された場合には予備調査または事前調査が行われる際、以下の点に留意す
ることが必要である。 
 
 ①事前に質問表を送付する場合、相手方に十分な回答期間を与えること（ウ国では資料作成  
  より決裁に期間がかかる）。 
 ②カウンターパートには英語を話せる者がほとんどいないこと（英語・露語の通訳は現地で 
  雇上可能）。 
 
（４）在ウズベキスタン日本大使館・ＪＩＣＡ事務所のご協力により、本プロ形調査を無事終
了することができた。関係者各位に厚く御礼申し上げる。 
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2.4 主要面談者 
 
（１）JICAウズベキスタン事務所 
 ・柳沢所長 
 ・浅見所員 
 ・中嶋企画調査員 
（２）ウズベクエネルゴ 
 ・Raimov副会長 
 ・Khamidov電力網運転管理局次長 
 ・Yunusov投資誘致課長 
 ・Danilyarovウズベク送電公社副社長 
 ・Usmonova技術管理局長 
 ・Orzhinboeva 投資誘致課エコノミスト 
（３）タシケント市配電公社（TashGorpes） 
 ・Ikramov社長 
 ・Nugmanov副社長 
 ・Ergashev副社長 
 ・Makhamatkulov主任会計士 
 ・Davydov財務･経済課長 
 ・Zamamtdinov 運転・指令課長 
 ・Kim生産技術課長 
 ・Sultonov技師長 
 ・ナム変電所長 
（４）大臣会議（閣僚会議） 
 ・Tashpulatov 主任専門職 
 ・Artynov主任専門職 
（５）対外経済関係庁 
 ・Islamkhodjaev次官 
 ・Hadjimetovアジア太平洋局課長 
（６）アジア開発銀行(ADB) 
 ・Nadyrshinプログラムオフィサー 
（７）タシケント火力発電所 
 ・発電所長 
（８）在ウズベキスタン日本大使館 
 ・林書記官 
 
 
2.5 面談記録 
 
（１）JICAウズベキスタン事務所 
日時：2003年 7月23日（水）10:30－11：30 
場所：JICAウズベキスタン事務所会議室 
参加者： 
    JICAウズベキスタン事務所 柳沢所長、浅見所員、中嶋企画調査員 

調査団全員 
 
調査団より本プロジェクト形成基礎調査の目的、対処方針を説明の後、意見交換を行った。
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事務所よりのコメントは以下のとおり。 
 

• 先方はタシケント火力発電所近代化事業詳細設計調査での経験はあるものの、開発調査に
係る理解が少ないので手続に不慣れであり、要請書に記載されている事項に捉われずに協
議に臨んだほうが良いかもしれない。また、国際協力銀行(JBIC)も先ごろ電力セクター調
査の一環として配電網調査を実施しており、JBIC の動向も視野に入れて今後の調査を進
めて欲しい。 

• 要請が出ている2020年までを目途とする「ウズベキスタン国全国電力開発基本計画調査」
については、経済成長率、電力需要予測等のデータの信頼性に欠けており、そうしたデー
タに基づくマスタープランを作成することの意義については再考の余地あり。タシケント
市の配電網調査については既存の配電網をどうするのかという点で具体性があり、実施の
意義が認められる。 

• 料金設定等の経営面の改善に係る提案はいろいろな機関が実施しており、要フォローのこ
と。公務員の月額給与の平均が 35 米ドル程度という国なので一般的に個人向けの電力料
金は安く設定されており、経営実態に見合った電力料金の引き上げは難しい。また、節電
のインセンティブはほとんど働いていない。 

• 電力セクターは市場経済化が及んでおらず、料金設定の権限ももっていない。経営体の自
立を促すにはローン供与の際のコンディショナリティ以外の方策が見当たらない。旧社会
主義国ではファクトに基づいて経営計画を策定する能力が乏しい。ファクトを集めるには
時間もコストもかかるので、日本の経験あるコンサルタントがこの面を支援する開発調査
は有意義である。 

 
（２）ウズベクエネルゴ・タシケント市配電公社（TashGorpes）協議（キックオフミーティン
グ） 
日時：2003年 7月23日（水）15:00－16：30 
場所：ウズベクエネルゴ会議室 
参加者： 
    ウズベクエネルゴ Raimov 副会長、Khamidov電力網運転管理局次長、Yunusov投資 
             実施課長、Danilyarov投資実施課長代理 
    タシケント市配電公社（TashGorpes） Ikramov社長、Nugmanov副社長 

調査団全員 
 
双方自己紹介の後、調査団より本プロジェクト形成基礎調査の目的、団員構成、調査日程等
について説明した。特に協議における議題、本格調査に至るまでの手続等については露語に翻
訳した「ウズベキスタン国タシケント市配電網近代化事業調査調査フロー図」をもとに説明を
行った。その際、当方より強調した点は以下のとおり。 
 
• タシケント火力発電所近代化事業詳細設計調査で良好な関係を構築できた。本件は同調査
の過程において要請があったものと承知している。今回の調査では配電網に係る協議を重
ねながら情報を日本に持ち帰り、外務省、経済産業省に報告を行ったうえで本件の採択に
ついて決定する予定である。 

• 協議における議題として、①開発調査プロジェクトの内容とその必要性の確認（配電設備
の問題点、経営上の問題点、電力整備計画の整合性の確認）、②開発調査の範囲、報告書
の使用用途等の確認、③カウンターパート機関の確認（ウズベクエネルゴ、タシケント市
配電公社（TashGorpes）双方の関係および各々の役割分担、受け入れ体制等）の3点を挙
げた。事前に提出した質問状に対する回答も材料としながら協議を行いたい。 

• 協議が整った場合は英文の協議議事録(Minutes of Meeting:M/M)を 7月 30日に署名･交
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換したい。その際、署名の当事者は本日出席のウズベクエネルゴ、タシケント市配電公
社両者の責任者である点を確認したい。署名には対外経済関係庁の立会い（ウィットネ
ス）を求める。 

• コンサルタント団員が8月1日以降引き続き現地踏査を行うが、便宜供与願いたい。 
• 対外経済関係庁、ドナー等の関係機関に職員の同行を願いたい。 
 
 これに対する先方の対応は以下のとおり。 
 
• 調査の手続については承知した。質問状に対する回答は取りまとめのうえ決裁中である。 
• M/M は英文の他に露文でも署名･交換したい（これに対しては、慣行として英文のみを正
とし、露文は参考資料にとどまることを説明し、先方も了解）。また、露文翻訳、決裁に
時間を要するので、7月30日に署名･交換するのであれば、29日までにドラフトを用意願
いたい。 

• コンサルタント団員の現地踏査には協力する。見たい場所はすべて見せる。また、調査期
間中Khamidov投資誘致課長を同行させる。 

 
（３）ウズベクエネルゴ・タシケント市配電公社（TashGorpes）協議 
日時：2003年 7月24日（木）15:00－16：30 
場所：タシケント市配電公社（TashGorpes）会議室 
参加者： 
    ウズベクエネルゴ Khamidov電力網運転管理局次長 
    タシケント市配電公社（TashGorpes）Ikramov社長、Ergashev副社長、Makhamatkulov 
                     主任会計士、Davydov財務･経済課、Zamamtdinov 
                     運転・指令課長、Kim生産技術課長 
    調査団全員 
 
1）TashGorpesが管理する配電設備の概要と現状 
○TashGorpesでは、市内を１１の地域配電網に分け供給している。 
○配電系統の運転は、本社に隣接する中央配電指令所が地域配電指令所を管轄している。 
○配電線 １０ｋV 架空   ２４ｋｍ 

地中 ３,２９６ｋｍ  この４０％にあたる１,３２８ｋｍが老朽化
（耐用年数をオーバーしている） 

６ｋV 架空   １１４ｋｍ  40年を経過している。 
地中  １,０８７ｋｍ  この５５％にあたる５８７ｋｍが３０～

50年経過し老朽化している。 
０．４ｋV 架空  ２,４２７ｋｍ 

地中  ２,２５９ｋｍ  この８０％にあたる１,８０８ｋｍが30年
以上経過し老朽化している。最も緊急性を
要し優先するべきものと考えている。 

○トランス         ４,４２８基 
○分電ポイント         １６９箇所 この４０％は老朽化しており改修が必要 
○その他に、トラッツク、クレーンなどの現業工事用車両の６０％の更新が必要 
 
設備の故障状況 
今月時点で、６ｋV、１０ｋV配電線の623個所に異常があるが、バイパス等の緊急対策を実
施し、本修繕は月に2～３箇所しか実施できない状態である。 
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2）タシケント配電会社の法人格 
• 旧電力省は2001 年にウズベクエネルゴ1として株式会社化された。また、発電所、送電
施設、配電施設についても、それぞれに独立した事業組織として分割された。 

• ウズベクエネルゴは上記発電と配電会社の持株会社であり、これらの子会社を管理下に
おく。子会社の設立に際しては、ウズベクエネルゴは設備を現物出資する形で株式を取
得している。 

• タシケント市配電会社は全国に 15 社ある配電会社の一つである。タシケントには二つ
の配電会社があり、タシケント市配電会社はタシケント市内を営業区域とする。他方、
もう一社がタシケント州を営業区域とする（タシケント市は特別行政区であり州と同等
の地位を持つ。したがって、タシケント市はタシケント州には含まれない）。 

• タシケント市配電会社の株の 51%はウズベクエネルゴが保有する。また、1%は会社の従
業員が保有する。残りの 48%は海外の投資家に売却する計画であるが、現状ではまだ払
い込み済みの株式ではない。 

• 1%の従業員持株についても、すべてが払い込み済みにはなっていない（払い込み済みは
約30%）。 

• 海外投資家向けの 48%の株式については、ストラテジックインベスターとしての参加を
求めている。海外からの投資により680万ドル（97億 5000 万スム）を集めようと考え
ている（ちなみに、この価格は一株当たり1万スム、2002年 5月 14日の為替レートで
ドルにて換算）。 

• 従業員の持株については額面の 20%を配当することを定款で定めている。この配当を保
証するために、利益が出た年度に余剰金とし確保しておく。ちなみに、今年度末には利
益が出そうである。 

• 海外のストラテジックインベスターについては、現在、交渉中であり、イスラエルの企
業が関心を持っている。 

 
3）現在の電力産業の構造 

• 政府が所有する持株会社ウズベクエネルゴの下に、子会社として発電会社と地域配電会
社が設立された（発電所と配電設備は子会社会されるが、基幹送電部門は組織内に残さ
れる。また、発電部門も最終的には全て子会社化されるが、現状で子会社化されたもの
は4社にとどまる）。 

• 高圧送電については、一つの部門が統括し、全国の高圧送電網（500/220kV）を管理す
る。 

• 地域送電部門は全国に 15 存在し、中圧送電網（110/38kV）を管理する。ただし、これ
らのうち 10 部門は地域配電会社に吸収され、残り 5 部門がそのままの事業形態を維持
することが決まっている。 

• 地域配電会社は全国に 15 社存在し、低圧の送配電網（10/6/0.4kV）を管理するととも
に、最終需要家に電気を供給している。 

 
（電力の産業構造については、別途、8 月４日のウズベクエネルゴへのインタビューを参照さ
れたい） 
 
（４）対外経済関係庁表敬 
日時：2003年 7月24日（木）17:00－17：30 
場所：対外経済関係庁会議室 
参加者： 

                                                          
1 Uzbekenergo 
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    Islamkhodjaev次官、Hadjimetovアジア太平洋課長 
    調査団全員 
 
 冒頭、先方から、日本とウズベキスタンとの関係は、色々と緊密になってきている。団員メ
ンバーの指導部の人達は良く知っている。タシケントは中央アジアの文化･経済･芸術の中心で
ありかつ最大の都市である。その意味でタシケント市における電力の配電網調査は重要である。
是非バックアップしていきたい。旨の発言があった。 
当方から、今回のウズベキスタン訪問の目的を説明した後、7月31日にウズベクエネルゴ及び
タシケント市配電公社とM/Mを結ぶ予定であるが、通例どおり対外経済関係庁にもウィットネ
スとなっていただきたい旨お願いしたところ先方から、ウズベキスタン政府として確認する意
味があるので了解する旨回答あり。 
また、対外経済関係庁としてコメントもありうるので英文で構わないから事前に見せて欲しい
との要望に対して、ドラフトをウズベクエネルゴおよびタシケント市配電公社に渡す予定なの
で、対外経済関係庁へはJICA事務所を通してお渡しすると回答した。 
先方から、団員の帰国前に出来ればもう一度会って、調査結果の感想を聞かせて欲しいとの要
望に対して当方了解した。 
 
（５）大臣会議（閣僚会議）表敬 
日時：2003年 7月25日（金）12:00－12：40 
場所：大臣会議（閣僚会議）会議室 
参加者： 
    Tashpulatov主任専門職、Artynov主任専門職     
    調査団全員 
 
 当方より訪問の目的について説明し、意見交換を行った。先方の主な発言は以下のとおり。 
 

• タシケント火力発電所近代化事業に続き、日本とエネルギー分野での協力ができること
をうれしく思う。今後もウズベキスタンのエネルギー分野に支援をお願いしたい。 

• タシケント市配電公社に対する質問状の回答は用意できており、本日中にお渡しする。 
  広範な内容に渡るので分析と整理に時間を要した（これに対し、当方より調査実施の 
  前提となるものなので、協力願う旨伝えた）。 
• プロジェクトの実施について日本側の前向きな回答が得られることを期待している。設
備の更新、配電網の整備は喫緊の課題となっている。 

• 現在、ドナーの支援等を受けながら、①シルダリア火力発電所の建設（EBRD)、②中央
アジア送電網のリハビリ（ADB）、③タリスマルジャン火力発電所の更新、④小規模水力
発電のリハビリ、といったプロジェクトを実施している。 

 
 
（６）TashGorpes変電所および運転指令所現地踏査 
日時：2003年 7月26日（土）10:00－13：00 
場所： TashGorpes変電所および運転指令所 
参加者： 
    ナム変電所長、他  
    調査団：井澤、奥野、高野 
 
（変電所） 
場所：公園近傍の市の中心部にある地上変電所 



 

－35－ 

変電所規模： 
３５ｋV/１０ｋV ２５０MVAトランス×2台 ＋所内用電源トランス 
３５ｋV回線数   ４ 
１０ｋVフィーダー数 ５５  
敷地：約４０×４０ｍ 
周囲は高さ約３ｍのコンクリート塀により囲まれている。  
運転方式：通常は無人であり、操作は運転指令所からの指令にもとづいて、専門の操作チーム
が車で駆け付け手動で行っている。巡視・点検も専門チームが巡回して行っている。 
 
・３５ｋVケーブル立ち上げ 
・遮断器 
・断路器(オイル) 
・トランス 
・高圧遮断器(キュービクル) 
・１０ｋVケーブル立ち下げ(キュービクルの下と思われる) 
 
所感： 
機器は古く、ケーブル立ち上げなどの設備も雑に作られ、トランスからの騒音も高いが、ス
タッフの認識は故障が多いという発言はなかった。 
 
 
（運転指令所） 
中央配電指令所（TashGorpes 本社隣接）の指令を電話で受け、現地スタッフに電話により運
転指令を出している。一切の測定、遠隔制御システムはない。 
 
１０ｋV配電系統： 
地下に直埋されており、深さはケーブル上端から７０ｃｍ。物理的保護としては、ケーブル
自体の金属シースに加えケーブルの上部をレンガでカバーしている。 
系統構成は、2 回線が基本であり、各回線はスイッチにより区分され、回線を結ぶ回路も備
えてある。これにより、ある区間で故障が生じても、その区間を切り離すだけで、復旧する。
市の中心からかなり離れた住宅街が供給エリアであることを考えるとかなり手厚い系統構成
と言える。前近代的な指令システムと好対照といえる。 
 
（７）タシケント火力発電所現地踏査 
日時：2003年 7月26日（土）14:00－15：00 
場所：タシケント火力発電所 
参加者： 
    発電所長、他  
    調査団：井澤、奥野、高野 
 
・円借款により計画されているサイトの確認 
タービン・発電機建屋はなく剥き出しであるが、同じ並びにある屋根のかかる修理エリアにク
レーンによりローターなどを移動させ点検・修理または場合によっては工場への運び出しなど
を行う。 
 所長の意見では、コスト削減のためのノウハウの一つではあるが、不便はあるとのこと。 
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（８）ウズベクエネルゴ・タシケント市配電公社（TashGorpes）ミニッツ(M/M)協議① 
日時：2003年 7月28日（月）15:00－16：30 
場所：ウズベクエネルゴ会議室 
参加者： 
    ウズベクエネルゴ Raimov 副会長、Khamidov電力網運転管理局次長、 
             Danilyarovウズベク送電公社副社長              
    タシケント市配電公社（TashGorpes） Nugmanov副社長、Sultonov技師長 

調査団全員 
 
当方よりM/M案について説明の後、各項目に関し協議を行った。概要は以下のとおり。 
 
１）調査の目的 

• ウズベクエネルゴ側は、目的のうちの③「自立した経営体にふさわしい財務の健全化」
という表現に難色を示した。理由として、政府の指令により航空産業や化学産業の国営
企業は電力料金支払いを免除される優遇措置を受けており、そうした措置の変更は関連
省庁の利害関係も絡み困難であるとした。また目下、２ヵ月ごとに料金引き上げを実施
しており、直近の改定では9％の値上げを実施しているとの説明があった。 
  ④の「適切な料金表」については当方に説明を求めた 
• これに対し、当方は開発調査の結果をウズベキスタン側に押し付けるものではないこと
を強調し、ウズベクエネルゴがすべての問題を解決できるわけではないことも理解して
いる旨伝えた。そのうえで、市場経済の中で自立した経営体として、何が経営上の問題
であるのかを明確にする責務があり、それにはデータを収集し定量的に問題を分析する
必要性を強調した。 

  料金表については、TashGorpesがウズベクエネルゴから電気を買う際に価格をどのよう 
  に決めているのか当方には不明であることを伝え、一方ウズベクエネルゴとしては発 
  電、送電等に要するコストを価格に反映させるのが本来のあり方だが、政府が価格を 
  決定している現状ではそれが難しいことは理解している旨を伝えた。しかし、政府に 
  対し申し入れしたり、料金引き上げを需要家に説明する際にも裏づけとなるデータが 
  必要であり、本開発調査において共同で調査することのメリットを強調した。 
• これに対し、ウズベキスタン側は料金改定については、ウズベクエネルゴが価格計算を
実施し、財務省が申請した数字を認可するという手続を説明した。また、料金引き上げ
のための必要な努力は払っていると強調した。 

• 当方は、当事者であるウズベキスタン側に何かを教えるという立場に立つものではなく、
一歩離れた地点から問題解決のための選択肢を提示することを意図している点に理解
を求めた。 

• ウズベキスタン側は当方の説明を了解した。 
 
２）調査の内容(Scope of Study) 

• ウズベクエネルゴ側は、⑤「緊急度の高い地区に絞り込んだ配電網リハビリのためのフ
ィージビリティスタディ(F/S)の実施」について、対象地区をどのように選ぶのか説明
を求めた。 

• 当方は、リハビリに係る全体計画はマスタープラン部分の③「配電網のリハビリ・拡張
計画に要する投資計画の作成」で大枠を固める。ただし、ここでは大雑把な推計なので
本F/Sでどこまで具体的に実施するのかを決めると説明した。そのうえで、通常はモデ
ル地区を日本側との共同作業で実施し、残りの地区はウズベキスタン側単独で実施、そ
の結果を世銀やEBRDのローン申請の資料に供すればよいと勧めた。 

• ウズベキスタン側は当方の説明を了解した。 
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３）調査スケジュール 
• ウズベキスタン側はコンサルタント選定に要す3ヵ月間の短縮を求めた。また、本件の
採択時期の目途について説明を求めた。さらに本格調査の期間についても、1 年以内に
期間を圧縮するよう要請した。 

• 当方は、スケジュール自体は仮決めのものであるが、採択時期は9月中旬頃を目途とし
ていることを伝えた。コンサルタント選定に関して世銀等では通常約1年を要すること
を説明した。また、調査期間の圧縮については、調査の品質保証のために1年6ヵ月程
度の調査期間は必要であることについて理解を求めた。この期間にウズベキスタン側と
共同作業を行い、必要な技術移転を図りながら、調査の終了時のみならず、適宜調査結
果をレポートとして提出することを説明した。 

 
４）データ、資料 

• ウズベキスタン側に対し、予備調査実施までに必要なデータ、資料がある場合は提供す
るよう求め、ウズベキスタン側はこれを了承した。 

 
５）カウンターパート機関 

• 本件はウズベクエネルゴ、およびタシケント市の配電事業を実施するタシケント市配電
公社（TashGorpes）をカウンターパート機関とすることで双方合意した。 

 
６）JICAの役割分担(Undertaking) 

• JICA の役割分担として、JICA の費用負担によるウズベキスタンへの本格調査団の派遣
および本格調査におけるウズベキスタン側カウンターパートに対する技術移転がある
ことを説明した。 

• これに対しウズベキスタン側より、技術移転の一環として日本での研修も JICA の
Undertakingに含めて欲しいとの要請があり、協議の結果、「７．その他」として同要請
およびそれをJICA本部に伝達する旨の記述をM/M案に追加した。 

 
７）本格調査の実施 

• 当方より、本プロジェクト形成基礎調査の結果は日本に持ち帰り、日本政府の関係機関
と協議のうえ、本格調査として採択について最終決定を行う旨説明し、M/M において確
認した。 

• これに対しウズベキスタン側より、本格調査の早期実施に向けた日本政府への働きかけ
について協力要請があった。 
 
（９）アジア開発銀行(ADB) 
日時：2003年 7月28日（月）17:00－18：00 
場所：ウズベキスタン銀行協会ビル内ADB会議室 
参加者： 
    Mr.Rafael Nadyrshin, ADB Portfolio Management Officer 

調査団：奥野 
 
  ADB が実施している「中央アジア地域送電網近代化プロジェクト」について意見交換を行
った。概要は以下のとおり。 
 
Q:ADB 案件の「中央アジア地域送電網近代化プロジェクト」の大まかな内容は承知している。
コストパーフォーンスの高いすばらしい案件だと思う。このプロジェクトは基本的には「中
央アジア送電網」に属する変電所について、要となる機器である遮断器の取り替えと通信・
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制御システムの更新と理解してよいのか。 
A:そのとおり。このプロジェクトの経済的な狙いは、中央アジアの電力取引を活発にすること
である。そのためのリハビリ案件であり、この目的を達成するために融資には政府間の合意
（奥野注：ウズベキスタンとタジキスタン間の自由な電力融通・取引に係わるものと思われ
る）をコンデショナリテイーとしている。 
Q:コファイナンスの状況は？ 
A:ADB の外貨融資額は、ウズベキスタン側に 7 千万ドル,タジキスタン側に 2千万ドルである。
これに加えて、EBRDが 4千9百万ドルの協調融資をしている。 
Q:工程の進捗状況は？ 
A:３～６ヶ月遅れており、本来なら資材調達のためのコンサルタントが選定され、資材調達の
準備を開始しているはずであるが、その前でストップしている。 
この直接の原因は、先に述べた二国間の合意がサインに至らないことである。 
さらに、実施機関であるウズベクエネルゴの所謂官僚的組織体質による対応の遅さに加えて、
今回は特に、組織改革の影響で、ウズベクエネルゴのなかに設置されるべきプロジェクトチ
ーム（何人かは正確には解らないが５～10人程度と思う）のメンバーが決まらないことも原
因として挙げられる。 
Q:「地域送電近代化プロジェクト フェイズ２」も今回と同様の内容で対象国が変わるだけか？ 
A:申し訳ないが、他の件名については情報がない。本部に問い合わせてほしい。 
Q:ソ連邦の崩壊により中断している「中央アジア送電網」の2ルート化などのプロジェクト計
画はあるのか。 
A:知っている限りでは無い。 
Q:電力分野で他のドナーの情報があれば教えて欲しい。 
A:EBRDがシルダリア火力発電所に融資している。他に、ウズベキスタン政府の要請でADBがレ
ビューしたエネルギー節約プログラムの中に、ソーラー、小水力（正確には言えないが６～
３０MW 程度の出力）、および発電所・ガス施設・熱供給施設などのの効率向上プログラムが
ある。 
Q:中央アジア送電系統の地図があれば頂きたい。（訪問の最大の目的） 
A:（精力的に事務所のなかを探してくれたが発見できず。） 
今手元にないので後日、日本に郵送する。 
Q:参考までに、このプロジェクトの基本コンセプトを出したコンサルタントはどこか。 
A:リハビリの基本コンセプトは政府から出された。F/SのコンサルタントはドイツのFichtner
である。 
 
（10）ウズベクエネルゴ・タシケント市配電公社（TashGorpes）ミニッツ(M/M)協議② 
日時：2003年 7月29日（火）16:00－18：30 
場所：ウズベクエネルゴ会議室 
参加者： 
    ウズベクエネルゴ Usmonova技術管理局長、Khamidov電力網運転管理局次長、 
             Yunosov投資誘致課長、Danilyarov ウズベク送電公社副社長、 
             Orzhinboeva投資誘致課エコノミスト              
    タシケント市配電公社（TashGorpes） Ikramov社長 

調査団全員（井澤団員を除く） 
 
前日に引き続き、M/M 案の各項目に関し協議を行った。ウズベキスタン側より M/M 案の一部
修正提案等もあり、協議概要は以下のとおり。 
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１）配電網の特定 
• ウズベクエネルゴ側は「配電網」の記述に関し、各電圧（0.4、6、10、110kV）に対応
した配電線の種類を明記するよう求めた。 

• 当方が電圧に基づく配電線の定義を確認したところ、電圧による定義はしておらず、
110kV ラインは一定のカテゴリー（詳細不明）では配電に含まれるとの回答であった。
TashGorpesが現在管理している配電網は基本的には110kVラインを含まないものの、将
来的には政令により TashGorpes とタシケント市に送電している公社とが合併するとの
計画もあり、調査団内で協議のうえ、目的の（１）で「TashGorpesが所有し、運用して
いる」配電網と定義したらどうかと提案したところ、ウズベキスタン側はこれを了承し
た。 

 
２）財務の健全化 

• ウズベクエネルゴ側は目的（３）の「財務の健全化」に関し、具体的な調査内容につい
て説明を求め、前日の協議における主張とは異なり、「勧告」の提案を求めた。 

• 当方は、ウズベキスタンの現状に照らして調査内容には組織のあり方等に関する記述は
控え、料金表改定等にとどめた経緯を説明した。「健全化」という用語のロシア語の直
訳が先方になじみがないため、M/M案の「目的（３）」の英語の記述を改め、双方合意し
た。 

 
３）調査内容の追加 

• ウズベクエネルゴ側は、「0.38－10kV ラインの技術的配電損失の算出」、「現行の積算電
力計の問題点に係る分析と最適な機器に関する提案」の2項目を調査内容に追加するよ
う求めた。 

• 当方はこれを了承し、「暫定的調査内容（１）配電網の現況診断と必要とされるリハビ
リ作業の評価」の下位項目として追加した。 

 
（11）ウズベクエネルゴ・タシケント市配電公社（TashGorpes）ミニッツ(M/M)署名交換  
日時：2003年 7月30日（水）18:00－18：30 
場所：ウズベクエネルゴ会議室 
参加者： 
    ウズベクエネルゴ Yunosov投資誘致課長、Orzhinboeva投資誘致課エコノミスト             

調査団全員（井澤団員を除く） 
  
 前日までの協議および当日の電話による文書の最終的調整を経て、協議議事録（M/M）の全て
の記載事項に合意に至り、調査団は先方の署名者および署名に立ち会う対外経済関係庁代表者
がウズベクエネルゴに集まるまでホテルにて待機していたところ、夕刻になりウズベクエネル
ゴより、署名者であるライーモフ副会長がブハラで起きた送電線事故のため急遽現地に向かう
こととなったとのに連絡が入った。 
 調査団はウズベクエネルゴに赴き、鯉江団長が署名したM/MをやむなくYunosov 投資誘致課
長に託すこととなった。なお、ウズベクエネルゴ側の説明によれば、ライーモフ副会長が帰任
次第、文書に署名するとのことであり、鯉江団長および小島団員が帰国後も引き続き現地で調
査を続けるコンサルタント団員が日本に持ち帰ることができるように必要な手続を行うことで
双方合意した。 
 
（11）JICAウズベキスタン事務所 
日時：2003年 7月31日（木）11:00－11：30 
場所：JICAウズベキスタン事務所会議室 
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参加者： 
    JICAウズベキスタン事務所 浅見所員、中嶋企画調査員、ニルサル氏 

調査団全員（井澤団員を除く） 
 

 当方より帰国報告書をもとに協議概要について説明の後、意見交換を行った。概要は以下の
とおり。 
 
• ウズベクネルゴのオーナーシップについて、配電網リハビリに対する強い期待は看取でき
たものの、経営改善、料金表問題に話が転じた途端、自分たちの責任範囲を超えると述べ
るなど逃げの姿勢が目立ち、政府から独立した経営体としてのオーナーシップは著しく欠
ける。ミニッツ協議において経営問題に関する事項（３）、（４）の「目的」への取り込み
に対しても当初難色を示したが、説得のうえ取り入れることができた。 

• ウズベキスタンに対する協力ではインフラ改善を重点課題に挙げており、水道分野の協力
でも経営改善を T/R に含めている。リハビリのための資金協力スキームを持たない JICA
としては、経営改善のT/Rを重視する方針であり、本件はその方針にも合致する。 

• しかし、予備調査において経営改善で取り組むべきT/Rにより踏み込んだ場合、相当の抵
抗が予想される。 

• 経営改善に関するレポートがどれだけ先方に活用されるか未知数だが、本格調査の共同作
業の過程で、先方の基本的な考え方の転換を図っていくことがより重要ではないか。 

 
（12）在ウズベキスタン日本大使館 
日時：2003年 7月31日（木）12:00－12：30 
場所：日本大使館会議室 
参加者： 
    日本大使館 林書記官 

調査団全員（井澤団員を除く） 
 
 当方より帰国報告書をもとに協議概要について説明の後、意見交換を行った。概要は以下の
とおり。 
 
• 水道、電力のインフラ分野で近代化が急がれるが、組織問題、料金問題がボトルネックと
なっている。水道では、水道公社ではなく市が丼勘定で値上げを行う一方、大口需要家の
国営企業は料金を払っていない。公社は設備投資コストに見合った料金を回収できる方策
がまったく立たない。一方、国営企業は赤字続きで銀行の融資が止まった途端倒産する危
険があるが、依然として強い力を持っている。 

• 今回のプロ刑調査で電力分野においても水道分野と同型の問題を把握した。料金支払いを
免除されている国営企業に対してウズベクエネルゴは物申せない状況である。 

• ADB、EBRD はローンコンディショナリティを付けて先方とやりあってもうまくいかない。
JICAが配電網分野でどのように協力していくべきなのか、S/Wミッションの前にもう一度
精査して欲しい。 

 
（13）タシケント市配電公社（TashGorpes） 
日時：2003年 8月1日 14:30～17:00 
場所：公社会議室 
参加者： 
 公社： Makhamatkulov Abdusator 
  Mahamotrulov Abdizattor Abdulloevich 
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  Apse Lyudmila Ivanovna 
 調査団： 石黒、Malika M. Ibragimova（通訳） 
 
1）2001年と2002年の売上金が大きく異なる点について 

• 会計年度は暦年と同じである。ただし、2001年の会計報告は10月～12月までの3カ月
決算の変則的なものとなっている。また、このような理由で、2001 年の売上は2002 年
に比べおよそ五分の一になっている。 

 
2）損益計算書の個別費目の詳細について 

• その他営業損益（100）： 職員へのボーナス、勤勉手当、電力損失、法人税以外の税
金、個人需要家売電分の付加価値税（個人需要家から付加価値税は回収できないので
公社が負担）など 

 
3）貸借対照表の個別費目の詳細について 

• 子会社や関連会社との決済（520）： ウズベクエネルゴに対する買掛金である。需要
家が電気料金を払っていないので、公社もウズベクエネルゴへの支払を行っていない。 

• 納入業者への債務（470）： これも、同様な理由で物品購入（電線など）に係わる支
払を止めている。 

• 予算による債務（480）： 国に納めていない税金 
• 予算外支払に対する債務（490）： 年金引当金、（ウズベクエネルゴに支払う）送電
税の未払い分 

 
4）非技術損失の割合 

• 正確な数字はわからないので、担当部署から返事をする。（8月4日に回答する） 
• 未払い料金はかなりに上る。国営企業もタシケント市もほとんど料金を払っていない。
航空機製造会社タポビッチ2は30億スムの未払金があり、過去2年間に支払った金額は
5 億スムにすぎない。市の街路灯の電気代も支払われていない。これらの大口需要家の
未払金は売上の33%に及んでいる。 

• これまでに累積した売掛金は年間売上額の約半分に上っている。 
• これらを考えれば、非技術損失は50%に近いものとなるであろう。 
 
5）検針と集金 

• 需要家がメーターを読んで、料金を公社に払いに行く。すなわち、検針と集金（支払）
は需要家自身が行うことが基本である。公社の職員も確認のための検針を行っている
が、6カ月に1回程度にすぎない。 

• 当然、需要家による検針のごまかし、検針員と需要家の間の不正行為（賄賂を払って
電気の使用料を少なく記録する）はかなり行われている。 

• 個人の需要家に対しては、支払が行われない場合には一カ月の猶予をおいて電気を止
める事にしている。 

• 積算計のついていない需要家はかなりある。家庭用需要家56万件のうち、4万5000件
は積算計がついていない。彼らに対しては部屋の数に応じて決めたフラットレートを
適用している。当然、公社にとっては、使った電力量に見合った料金は回収できてい
ない。 

 

                                                          
2 Tapovich 
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6）電気料金水準 
• 総合単価は約1¢/kWhであり、コストは回収できていない。多分、実際のコストは、7
¢あるいは8¢といった水準にあると思う。長期限界コストについては、公社ではわか
らないので、ウズベクエネルゴに聞いてもらいたい。 

• ウズベクエネルゴは当然コストを回収できていないが、直接、政府が損金を補助して
いるわけではない。回収できていないコストを支払側で差し止めているだけである（す
なわち、売掛金と買掛金を毎年膨らませている）。詳細については、ウズベクエネルゴ
に聞いてもらいたい。 

 
7）販売電力量の落ち込み 

• 需要の伸びがないのは経済の落ち込みによるものであり、供給側からの制約ではない。
供給力は十分にある。 

 
（14）ウズベクエネルゴ3 
日時：2003年 8月4日 11:00～13:00 
場所：担当者個室 
参加者： 
 公社： Khamirulla B. Khamidov 
 調査団： 石黒、Malika M. Ibragimova（通訳） 
 
1）電力産業構造について 

• ７月24日に説明した電力産業構造は概略で正しいが、厳密ではない。 
• 現状で子会社化されているのは配電部門と発電部門だけである。送電部門である
Uzelectrsetiはウズベクエネルゴの組織内に存在する。 

• 地域の 110/35kV 送電網を運営する 15 の組織は子会社として分離独立しているわけで
はない。組織上はUzelectrsetiの内部に存在する。 

• ただし、10の110/35kV送電網運営組織は、本年10月 1日で地域配電公社に合併する。
残りの五つはUzelectrseti の内部に残るが、統廃合される。 

• 発電部門は水力4社、火力9社の体制になる。うち4社はすでに子会社化されている。 
 

図：電力産業の構造 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                          
3 GAK Uzbekenerugo 

発電部門
火力9社、水力4社

送電部門

高圧（500/220kV）：
全国1組織
中圧（110/35kV）：
地域別に15組織

配電部門
15社

（出所）ウズベキエネルゴへのインタビューにより作成

Uzelectrseti

TashGorpes TashOblpes
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発電会社
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